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北太平洋亜熱帯域における大気－海洋間の

二酸化炭素フラックス推定手法の開発＊

　杉本　裕之 **・平石　直孝 **

　要　　旨

　大気－海洋間の二酸化炭素フラックスを直接的に計算するためには，年間

を通しての表面海水中の二酸化炭素分圧の正確な推定を広域かつ面的に行う

必要がある．北太平洋亜熱帯全域を対象に，海面水温及び海面塩分から表面

海水中の二酸化炭素濃度を計算する経験的な推定手法を開発した．160 ﾟ W
以西の北太平洋亜熱帯域西部では，海面水温と表面海水中の二酸化炭素濃度

の強い相関関係を利用した推定手法が適用可能であることが分かった．ま

た，160 ﾟ W 以東の北太平洋亜熱帯域東部は，低温，低塩分，高二酸化炭素

の特徴を持つ亜寒帯域の海水の影響を受けるため，海面水温に加え，海面塩

分を指標にした表面海水中の二酸化炭素濃度の推定手法が有効であることを

確認した．北太平洋亜熱帯域東部は，海面塩分や地理的条件により海域を分

割することができ，海域ごとに表面海水中の二酸化炭素濃度を海面水温，海

面塩分，年で重回帰分析を行うことにより，表面海水中の二酸化炭素濃度を

推定する経験式を導出した．開発した北太平洋亜熱帯域全体における表面海

水中の二酸化炭素濃度推定手法の誤差は，二酸化炭素分圧で見た RMS 誤差

で 10µatm ～ 20µatm，平均誤差で -5µatm ～ 0µatm であった．

　この経験的手法を用いて，北太平洋亜熱帯域における 1996年から 2007
年までの毎月の大気‐海洋間の二酸化炭素フラックスを算出した結果，北

太平洋亜熱帯域における二酸化炭素フラックスの年間積算量は平均して約

0.40PgC で，全海洋における年間吸収量の約 18％を占めていた．1998年は，

1997/1998年に発生したエルニーニョ現象の影響により，北太平洋亜熱帯域

西部で吸収量が減少する一方で，北太平洋亜熱帯域東部で吸収量が増加し，

北太平洋亜熱帯域全体で見ると吸収量は，1996年から 2007年までの平均値

よりやや小さい程度であった．また，冬季に吸収量が極大となり，夏季に放

出する季節変動をすることが分かった．

    *   Estimation of the Sea-to-Air CO2 Flux in the Subtropical North Pacific Ocean
  **  Hiroyuki Sugimoto, Naotaka Hiraishi
　　　Marine Division, Global Environment and Marine Department（地球環境・海洋部海洋気象課）  

報　告
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　1.　はじめに

　IPCC 第四次評価報告書（IPCC，2007）では，

海洋への二酸化炭素の正味の吸収量は，年間約

2.2 ± 0.5PgC（2000年～ 2005年の平均，gC は二

酸化炭素の中に含まれる炭素の質量（g），P（ペタ）

＝ 1015）と見積もられており，この量は毎年人為

的に放出される二酸化炭素の約 3分の 1に及ぶ．

また，将来の大気中の二酸化炭素濃度や地球温暖

化の予測において，気候変動に対する炭素循環の

応答やフィードバックのメカニズムが正確に分か

っていないことが，現時点で大きな不確実性であ

ることが指摘されている．大気中の二酸化炭素濃

度に多大な影響を与える大気－海洋間の二酸化炭

素フラックスの季節変動や年変動，さらに長期の

変化を正確に監視することで，炭素循環の変動要

因は何か，また，各要因が炭素循環にどの程度の

寄与を及ぼすのかなどの科学的知見を深化，蓄積

することが，地球温暖化予測等の不確実性の低減

のために必要である．

　大気－海洋間の二酸化炭素フラックスは，表面

海水中の二酸化炭素分圧（ ）と大気中の二

酸化炭素分圧（ ）の差（ ）を利用

して見積もられる．  に比較して，  
の季節・経年変動は大きく，これに伴って大気－

海洋間の二酸化炭素フラックスは，大きな時空間

変動を示す．しかしながら，表面海水中の二酸化

炭素の観測は船舶，ブイなどの現場観測による手

段しかないために観測データが限られ，その時空

間変動が十分に把握されていない．このため，大

気－海洋間の二酸化炭素フラックスの見積りに

は，表面海水中の二酸化炭素分圧の時空間分布を

面的に，より正確に推定する手法の開発が重要な

課題となっている．

　気象庁は，大気－海洋間の二酸化炭素フラック

スに関する情報を，北西太平洋亜熱帯域（11 ﾟ N
～ 30 ﾟ N，130 ﾟ E ～ 165 ﾟ E）においては 1999
年から，太平洋赤道域（10 ﾟ S ～ 5 ﾟ N，135 ﾟ E
～ 95 ﾟ W）においては 2007年から毎年提供して

いる．このうち，北西太平洋亜熱帯域では，海面

水温と  の強い相関関係を利用して毎年の

凌風丸（気象庁本庁）と啓風丸（神戸海洋気象台）

の観測に基づいて格子点ごとに回帰式を導出し，

毎月の海面水温分布から  を計算している

（村田ほか，1996）．一方，太平洋赤道域では，性

質の異なる赤道発散域と暖水域を海面塩分によっ

て分け，観測データに基づきそれぞれの海域に対

して導かれた表面海水中の全炭酸濃度と全アルカ

リ度の経験式を用いて，毎月の海面水温と海面塩

分の分布から  を推定している（中舘・石井，

2007）．
　しかしながら，現在の気象庁の推定領域は全海

洋に対する面積比で約 12分の 1に限られ，推定

領域の更なる拡大が必要である．また，これまで

の各海域での大気－海洋間の二酸化炭素フラック

スについては誤差の評価がなされておらず，その

誤差を見積もることも課題の 1つとなっている．

　ここでは，北太平洋亜熱帯域全体における二酸

化炭素フラックスを推定するため，海面水温及び

海面塩分から表面海水中の二酸化炭素濃度を計算

する経験的な推定手法を開発した結果について報

告する．近年世界中の表面海水中の二酸化炭素濃

度の観測データの統合が進められ，公開されるよ

うになった（Takahashi et al.，2008）．推定した表

面海水中の二酸化炭素濃度は，この観測データと

比較することによってその誤差を見積もり，どの

程度の精度で二酸化炭素フラックスが推定でき

るのかについて検討した．さらに，1996年から

2007年までの月ごとの北太平洋亜熱帯域の二酸

化炭素フラックス分布や，領域積算量の時系列を

求め，年変動や季節変動の特徴について考察した．

2.　データ

2.1　現場観測データ

　全球の船舶などの観測データが収集され，国

際海洋炭素調整プロジェクト（The International 
Ocean Carbon Coordination Project，IOCCP）          
のデータセンターである二酸化炭素情報解析セン

ター（Carbon Dioxide Information Analysis Center，
CDIAC）で公開されている全球表面海水 CO2 デ

ータベース（Takahashi et al.，2008）を使用した．

収集された期間は 1968年～ 2006年で，全観測デ

ータ数は約 354万であり，気象庁の凌風丸，啓風

丸の観測データも含まれている．また，データに

は，緯度，経度，観測時刻，海面塩分，現場海面
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水温（℃），平衡器内の温度（℃），気圧（hPa），
平衡器内の温度での二酸化炭素濃度（ppm），平

衡器内の温度での二酸化炭素分圧（µatm），現場

海面水温に補正した二酸化炭素分圧（µatm）が

含まれる．ここで，平衡器とは密閉された空間に

海水を導入することで海水と平衡になった空気を

生成する器具であり，この平衡空気中の二酸化炭

素濃度が表面海水中の二酸化炭素濃度として測定

される．しかし，海水導入時の水温変化が与える

二酸化炭素濃度の変化が無視できないことが多

く，現場海面水温に補正した値と併記されること

が多い．

　加えて，気象庁の凌風丸，啓風丸による北西太

平洋亜熱帯域における定期観測の最新データを利

用した．利用期間は 1996 年～ 2007 年で，変数

は緯度，経度，観測時刻，海面塩分，現場海面

水温（℃），平衡器内の温度（℃），気圧（hPa），
現場海面水温に補正した二酸化炭素濃度（ppm），

現場海面水温に補正した二酸化炭素分圧（µatm）

が含まれる．

　これら 2 組のデータには，現場海面水温

に補正した二酸化炭素の濃度（ ）や                     
分圧（ ）が含まれているが，両者の間で

温度補正の方法が異なっている．具体的には，

全球表面海水 CO2 データベースは Takahashi et 
al.（1993）の経験式により，気象庁のデータは

Gordon and Johns（1973）の経験式により，温度

補正が行われている．統一をとるため，気象庁の

データに対して，Takahashi et al.（1993）の経験

式による温度補正を行った．

2.2　大気二酸化炭素濃度・海面水温・海面塩分・

海面気圧・海面風速の解析データ

　フラックス計算に用いる大気中の二酸化炭

素濃度の解析データとしては，米国海洋大気

庁地球システム研究所（National Oceanic and 
Atmospheric Administration/Earth System Research 
Laboratory, NOAA/ESRL）がデータを収集して解

析した GLOBALVIEW-CO2（2008）を使用した．

GLOBALVIEW-CO2（2008）は，1979年から 2007
年までの期間，時間方向には 1年間に 48個，南

北方向には緯度の正弦で 0.05ごとの解像度の海

面境界層における二酸化炭素濃度の解析データで

ある．

　海面水温は，気象庁全球日別海面水温解析

値（Merged satellite and in situ data Global Daily 
Sea Surface Temperatures, MGDSST） を 使 用 し

た．MGDSST は全球かつ日別で，水平解像度が     
0.25 ﾟという非常に高解像度のデータである．

　海面塩分は，北太平洋を対象とした気象研究所

海洋データ同化システム（MRI Multivariate Ocean 
Variational Estimation System, MOVE/MRI.COM-
NP）による再解析データ（Usui et al.，2006）を

用いた．このデータは，日別で，水平解像度は    
0.5 ﾟである．

　海面気圧や海面風速は，気象庁と（財）電力中

央研究所が共同で行った長期再解析プロジェクト 
（Japanese Re-Analysis 25 years, JRA-25），及び気

象庁気候データ同化システム（JMA Climate Data 
Assimilation System, JCDAS）の再解析値（Onogi 
et al.，2007）を使用した．JRA-25は 1979年から

2004年までの期間の再解析値であり，JCDAS は

JRA-25と同じ同化サイクルを 2005年以降も延長

したものである．JRA-25と JCDAS は，6時間ご

とのデータで水平解像度は 1.25 ﾟである．

　各データは，1996年から 2007年までの期間で，

月平均値を用い，さらに，緯度 1 ﾟ，経度 1 ﾟのグ

リッドごとに領域平均あるいは線形補間したデー

タを利用した．

2.3　表面海水中の二酸化炭素分圧の気候値

　二酸化炭素分圧の推定値が妥当か検討するた

め，Takahashi et al.（2002）による表面海水中の

二酸化炭素分圧（ ）の気候値を利用した．

この解析データは，1995年を基準年として，全

球の船舶観測データを 2次元の移流拡散方程式を

用いて時間積分することにより，時空間的に内

挿して作られたものである．水平解像度は東西

方向に 5 ﾟ，南北方向に 4 ﾟで，  のほかに，

 や二酸化炭素フラックスなどの月別分布

が提供されている．
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3.　北太平洋亜熱帯域における表面海水中の二

酸化炭素濃度の推定

　北太平洋亜熱帯域として，南北方向が 5 ﾟ N か

ら 34 ﾟ N まで，東西方向が 120 ﾟ E から 90 ﾟ W
までの領域について，表面海水中の二酸化炭素濃

度推定手法の検討を行い，比較的多くの現場観測

データを入手することができる 1996年から 2007
年までの 12年間の表面海水中の二酸化炭素濃度

の推定を行った．全球表面海水 CO2 データベー

スに含まれる北太平洋亜熱帯域のデータ数は約

29万である．これらのデータは，1986年～ 2006
年の 21年間に観測されたもので，1996年～ 2006
年の 11年間に観測されたデータがそのうちの約

95％を占める．

3.1　海面水温と表面海水中の二酸化炭素濃度

の相関関係

　海面水温と表面海水中の二酸化炭素濃度の強い

相関関係を利用した従来の北西太平洋亜熱帯域の

二酸化炭素濃度の推定手法（村田ほか，1996）が

どの程度の領域まで拡大可能か検討するため，海

域ごとの海面水温と表面海水中の二酸化炭素濃度

の相関関係について調査を行った．全球表面海水

CO2 データベースの 1986年～ 2006年の期間にお

ける 5 ﾟ N ～ 34 ﾟ N，120 ﾟ E ～ 90 ﾟ W の範囲内

のデータを利用して，東西幅 10 ﾟ，南北幅 1 ﾟの
海域ごとの海面水温と表面海水中の二酸化炭素濃

度（ ）の相関関係を調べた．このうち，特

徴の異なる緯度として，16 ﾟ N，24 ﾟ N，32 ﾟ N
を選び，各緯度での海面水温を横軸，  を
縦軸とした散布図を第 1図 a，b，c に示す．加え

て，気象庁の凌風丸と啓風丸が 1996年～ 2007年
に観測した 137 ﾟ E 線の海面水温と  を用

いて求めた各緯度の海面水温 -  の回帰直

線を示した．なお，表面海水中の二酸化炭素濃度

は，人為起源の二酸化炭素を吸収して，長期的に

濃度が上昇しているが，データの大半が 1996年
～ 2006年の 11年間に集中していることから，二

酸化炭素濃度や海面水温，海面塩分の分布の特徴

を把握する上で，長期的な濃度変化の影響は比較

的小さく，ここでは経年変化に伴う濃度補正は行

っていない．経年変化の影響については第 3.3節

で考慮する．

　第 1図 a，b，c とも，経度ごとに見て，海面水

温と  の間に強い正の相関関係があること

が分かる．このうち 160 ﾟ W 以西の観測データの

散布図は，137 ﾟ E の回帰直線の近くに分布して

いる．これから 160 ﾟ W 以西の各緯度の海面水温

-  の回帰直線は，137 ﾟEの回帰直線と傾き・

切片がほぼ同じであり，従来の北西太平洋亜熱帯

域の二酸化炭素濃度の推定手法が 160 ﾟ W 以西で

適用可能であることが示唆される．一方，160 ﾟ
W 以東の観測データの散布図は，137 ﾟ E の回帰

直線とほぼ平行に分布し，同じ海面水温で見たと

きの  の値は，137 ﾟ E よりも高くなってい

る．すなわち，160 ﾟ W 以東の回帰直線は，137 ﾟ
E の回帰直線と比べ，傾きはほぼ同じであるが，

切片はやや大きい値となり，従来の北西太平洋亜

熱帯域の二酸化炭素濃度の推定手法を 160 ﾟ W 以

東の海域にそのまま適用することは難しい．

　海面水温と同様に海水特性を表す重要なパラメ

ーターであり，かつ解析データとして容易に入手

可能な海面塩分について  との相関関係に

海域ごとの特徴が見られないか調べるため，海面

塩分を横軸，  を縦軸とした散布図を作成

した（第 1図 d，e，f）．海面水温の場合とは異なり，

海面塩分と  の間の相関関係は明りょうに

は見られなかった．しかし，24 ﾟ N と 32 ﾟ N で

は，160 ﾟ W 以東（だいだい～赤）での海面塩分

が，160 ﾟ W 以西よりも低いことが分かる．160 ﾟ
W 以東の低塩分水が，海面水温 -  の回帰

直線における切片の違いと関連している可能性が

あることが示唆された．なお，第 1図に見られる

海面水温や海面塩分と  の相関関係は，第

1図に示していない 16 ﾟ N，24 ﾟ N，32 ﾟ N 以外

の緯度帯においても同様の関係が認められた．

　そこで，全球表面海水 CO2 データベースを用

いて，経度 10 ﾟ，緯度 1 ﾟの領域ごとに，

を海面水温で回帰した際の傾きと切片（回帰直線

により海面水温 25℃に補正した二酸化炭素濃度）

及び塩分の東西分布を比較した（第 2図 a，b，c）．
第 2図 a の傾きに注目すると，北太平洋亜熱帯域

全域で同様の 10ppm/℃前後の値を示した．なお，

一部の緯度，経度において傾きが大きく外れてい
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第 1図 　（a）～（c） 横軸を海面水温（℃），縦軸を （ppm），（d）～（f） 横軸を海面塩分，

縦軸を （ppm）とした散布図

　図中の各点は全球表面海水 CO2 データベースのデータから作図した．（a），（d）は 16 ﾟ N，

（b），（e）は 24 ﾟ N，（c），（f）は 32 ﾟ N で，経度 10 ﾟごとに色分けした．寒色系は西側，暖

色系は東側となっている．また，図中の直線は，1996年～ 2007年の気象庁凌風丸，啓風丸

の 137 ﾟ E 線の観測データによって求めた回帰直線である．
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るものがあるが，これは回帰に用いることができ

る観測データが非常に少ないことによるものであ

る．

　続いて，第 2図 b の切片に注目する．先ほどの

第 1図の解析から推測されたとおり，切片は東西

方向に変化している．すなわち，32 ﾟ N を除いて

180 ﾟ以西ではほぼ一様であるが，その東側では

急激に大きくなり，東西方向に最大で約 100ppm
も変化する．

　さらに，第 2 図 c の平均海面塩分の東西分布

に注目すると，160 ﾟ W 以西で平均塩分に大きな

変化が見られない一方で，140 ﾟ W 以東で平均

塩分が低い．回帰直線の切片の東西分布と同様，     
160 ﾟW付近で大きく変化していることが分かる．

　こうした亜熱帯域東部における変化は，村田ほ

か（1996）の手法に基づいて海面水温 25℃に温

度補正した （n- ）の平面分布を見

ると明白である（第 3図）．特に，20 ﾟ N 以北で，

東側に向かって大きな濃度勾配を形成している．

なお，海面水温に対する  の傾きが北太平

洋亜熱帯域全域でほぼ同様になることが確認で

きたため，1996 年～ 2007 年の 137 ﾟ E 線の観測

データによって求められる各緯度での傾きを 5 ﾟ
N ～ 34 ﾟ N の範囲で平均した値（9.5ppm/℃）を

利用して，海面水温 25℃での値に補正を行った．

以後の解析においても同様の方法で補正を行っ

た．

　第 3図に見られる n-  の平面構造は，亜

寒帯域の低温，低塩分，高二酸化炭素で特徴付け

られる海水が，アメリカ西岸に沿って南下するカ

リフォルニア海流による移流で，北から運ばれて

きていることを反映していると考えられる．北太

平洋亜熱帯域西部と同じ性質を持つ海域と亜寒帯

域の性質を持つ海域に分け，それぞれの海域にお

ける表面海水中の二酸化炭素濃度推定手法を開発

することによって，推定領域の拡大が期待された．

3.2　北太平洋亜熱帯域の海域分割

　第 4図 a，b は，全球表面海水 CO2 データベー

スを用いて計算した n-  の東西分布である．

また，同様に海面塩分の東西分布を第 4図 c，d
に示す．第 4図 a と b，あるいは，第 4図 c と d

第 2図　経度 10 ﾟ，緯度 1 ﾟの各領域での（a）海面水

温に対する  の傾き（ppm/℃），（b）切片

（ppm），（c）平均塩分の経度分布図

　図中の傾き，切片，平均塩分は全球表面海水 CO2

データベースのデータを用い，経度 10 ﾟ，緯度 1 ﾟの
領域ごとに計算した．図中の折れ線は，緯度 4 ﾟごと

に 12 ﾟ N から 32 ﾟ N まで描かれ，色が淡いものほど

南方である．（b）の切片は（a）の海面水温に対する

 の傾きにより海面水温 25℃に補正している．
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第 3図　水温 25℃に補正した表面海水中の二酸化炭素の平均濃度（ppm）の平面分布図

　北太平洋亜熱帯域（5 ﾟN～ 34 ﾟN，120 ﾟE～ 90 ﾟW）における全球表面海水CO2データベースのデータを用い，

経度 10 ﾟ，緯度 1 ﾟの領域ごとの n-  を計算した．図中の空白域は，観測データがないために n- が

計算できなかった領域である．

第 4図　（a），（b）n- （ppm）と（c），（d）塩分の経度分布

　図中の各点は全球表面海水 CO2 データベースのデータを用いて作図した．緯度ごとに色分けしており，各図

において暖色系がより南側に，寒色系がより北側に位置している．（a），（c）は 20 ﾟ N から 32 ﾟ N まで，（b），（d）
は 6 ﾟ N から 18 ﾟ N まで，それぞれ緯度 2 ﾟおきの分布図を示している．また，図中の直線は，気象庁の 165 ﾟ E
線の観測データによる n- （ppm）の平均値（（a），（b））と塩分の平均値（（c），（d））である．
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を比べると，20 ﾟ N の南側と北側で n-  や
海面塩分の東西変化やばらつきの傾向が異なって

いることが分かる．

　まず，20 ﾟ N 以北に注目する（第 4 図 a，c）．
160 ﾟ W 以西では，n-  や海面塩分の東西変

化が小さいが，160 ﾟ W 以東では，n-  が
東方ほど大きくなり，海面塩分が小さくなる．こ

の n-  の東西変化量は約 100ppm で，海面

塩分は約 2である．このような結果は，上述の緯

度 1 ﾟ，経度 10 ﾟの領域に分けて行った解析結果

（第 2図）と整合している．また，第 4図 c から，    
20 ﾟ N  以北の海域では，海面塩分 34.6を境界値

として，西部の高塩分の海域と東部の低塩分の海

域を明確に分けられることが分かる．

　第 4図 b，d で示される 20 ﾟ N 以南では，北側

ほど明りょうな海面塩分の東西変化は見られな

いものの，160 ﾟ W 以東では n-  が 165 ﾟ E
線の観測データの平均値からの差が大きくなり，

160 ﾟ W の経線で東西の海域を分離することが可

能である．

　次に 160 ﾟ W 以東の海域について，海域の特

徴を見てみる．第 5 図 a は，全球表面海水 CO2

データベースにより，横軸を海面水温，縦軸

を ，第 5図 b は横軸を海面塩分，縦軸を 
，第 5 図 c は横軸を海面塩分，縦軸を n-
 としたときの緯度ごとの散布図である．

これらの図では，北太平洋亜熱帯域東部における

海面水温，海面塩分，二酸化炭素濃度の相関関

係を調べるため，160 ﾟ W 以東かつ海面塩分 34.6
以下のデータだけを示す．第 5図 c の n-
は 137 ﾟ E 線の観測データによって緯度ごとに求

めた海面水温に対する  の傾きの   5 ﾟ N ～  
34 ﾟ N  での平均値を使って海面水温 25℃に補正

した値である．

　第 5図 a から，海面水温と  の相関関係

の特徴に注目すると，大きく 3つの海域に分けら

れることが分かる．1つ目は主に 20 ﾟ N 以南に分

布し，強い正の相関関係を持ち，切片が小さい海

域である（赤楕円内）．2つ目は 20 ﾟ N 以北の海

面水温 16℃以上の海域で，同じく強い正の相関

があり，切片が大きい海域である（青楕円内）．1
つ目の海域（赤楕円内）と 2つ目の海域（青楕円

第 5 図　（a）海面水温（℃）対 （ppm），（b）
海面塩分対 （ppm），（c）海面塩分対 n-

（ppm）の散布図

　北太平洋亜熱帯域（5ﾟN～34ﾟN，160ﾟW～100ﾟW）

における全球表面海水 CO2 データベースのデータう

ち，海面塩分が 34.6以下のもののみを用いた．また，

斜線部は海面塩分 34.6以上のデータを取り除いた部

分を示す．図中の色は緯度を示しており，暖色系がよ

り南側，寒色系がより北側に位置する．
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内）では，海面水温に対する  の傾きがほ

ぼ同じである．また，3つ目は海面水温 16℃未満

の海域で，海面水温と  との間に強い負の

相関関係がある（紫楕円内）．亜寒帯域は，海水

の混合と生物活動の影響により，水温と二酸化炭

素濃度に負の相関があることが知られており，水

温 16℃未満の海域は，亜寒帯域の影響を直接受

けている海域として特徴付けることができる．

　次に海面塩分と  の間の相関関係に注目

すると，明らかな相関関係はないことが分かる（第

5 図 b）．一方，第 5 図 c の海面塩分と n-
の間の相関関係を調べると，n-  の値の大

きい高緯度の海域では負の相関関係（青楕円内），

n-  の値の小さい低緯度の海域では正の相

関関係（赤楕円内）を持つことが分かる．この 2
つの海域は，第 5図 a の海面水温と  の間

の相関関係で見られたように 20 ﾟ N 付近を境に

分けることができる．

　第 6図は，MOVE/MRI.COM-NP による 2006年
の海面塩分年平均値の分布図である．北太平洋亜

熱帯域東部に注目すると，海面塩分と n-
の相関関係が変わる 20 ﾟ N 付近には，海面塩分

が南北方向に極大となる部分が存在していること

が分かる（第 6図の楕円内）．この塩分極大域は

World Ocean Atlas 2005（Antonov，2006）による

海面塩分の気候値分布でも同様に認められるもの

である．

　第 3図で示されるように，20 ﾟ N 付近に位置す

る塩分極大の海域では n-  の南北変化が大

きく，この海面塩分が極大になる海域を境に，北

側の高二酸化炭素の海域と南側の低二酸化炭素の

海域に分かれ，海面塩分と n- の相関関係

第 6図　2006年の海面塩分年平均値の分布

　海面塩分は MOVE/MRI.COM-NP により，陰影が濃いほど海面塩分が小さく，陰影が淡いほど海面塩分が大

きいことを表す．塩分の等値線は 0.25ごとに描画．また，破線は塩分 34.6の等値線で，太実線は海域Ⅰ，海域Ⅱ，

海域Ⅲの境界線を示す．四角内は表面海水中の二酸化炭素濃度の推定範囲（5 ﾟ N ～ 34 ﾟ N，130 ﾟ E ～ 100 ﾟ W）

を，楕円は北太平洋亜熱帯域東部に見られる塩分極大の位置を示す．また，斜線内は表面海水中の二酸化炭素

濃度を計算する上で設定した遷移帯を表す（詳細は第 3.3節（3）を参照）．
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が変わっていると考えられる．北太平洋亜熱帯域

東部においては，この塩分極大値により南北の海

域を分け，別々の経験式を導出するのが適切であ

る．また，北太平洋亜熱帯域東部については海面

水温に加え，海面塩分と n-  の相関関係が

見られることから，海面水温と海面塩分の 2つの

パラメーターによる  の重回帰分析をする

ことが有効と考えられる．

　以上のことから，北太平洋亜熱帯域（5 ﾟ N ～

34 ﾟ N，130 ﾟ E ～ 100 ﾟ W）を，塩分及び経度に

より，北太平洋亜熱帯域西部（Ⅰ），北太平洋亜

熱帯域北東部（Ⅱ），北太平洋亜熱帯域南東部（Ⅲ）

の海域に分割してそれぞれの表面海水中の二酸

化炭素濃度を推定するための経験式の検討を行

った．具体的には，160 ﾟ W 以西又は 160 ﾟ W 以

東で海面塩分が 34.6以上の海域を海域Ⅰとした．

一方，160 ﾟ W 以東の海域で海面塩分が 34.6以下

の海域を北太平洋亜熱帯域東部とし，20 ﾟ N 付近

に存在する南北方向の海面塩分極大点を境に北側

を海域Ⅱ，南側を海域Ⅲとした．

3.3　北太平洋亜熱帯域における表面海水中の

二酸化炭素濃度推定手法の検討

（1）北太平洋亜熱帯域西部（海域Ⅰ）における

経験式の導出

　これまで見てきたように，海域Ⅰでは海面水温

と  との間には強い正の相関関係がある一

方，塩分の東西変化は小さい（第 2図，第 4図）．

そのため，  の海面水温との関係に加えて，

海面塩分依存性を考慮しても，推定誤差の大きな

減少にはつながらない．実際に，  を緯度

ごとに海面水温と海面塩分で重回帰分析をしたと

きの回帰誤差と，海面水温のみで回帰を行ったと

きの回帰誤差とを比較したところ，両者の回帰誤

差にはほとんど違いが見られなかった．そこで，

海域 I では（1）式で表される従前の毎年の気象

庁の現場観測データに基づいた推定手法（村田ほ

か，1996）を用いる．

 　　　　　　　　　　　　　　　　

ここで， （℃）は海面水温， （ppm ℃ -1）は

137 ﾟ E 線の観測データに基づいて年ごと，緯度

ごとに求められる海面水温に対する  の傾

き， （ppm）は年ごとの表面海水中の二酸化炭

素濃度の気象庁の現場観測データを  により海

面水温 25℃に補正した値を 1 ﾟ× 1 ﾟの各グリッド

で平均し，観測データのないグリッドでは，その

東側と西側に観測値がある場合は直線的に補間

し，観測値が一方しかない場合はその値をそのま

ま利用することで求めた．このようにして，年ご

とに各グリッド（1 ﾟ× 1 ﾟ）の経験式を導出した．

（2）北太平洋亜熱帯域東部（海域Ⅱ，海域Ⅲ）

における経験式の導出

　北太平洋亜熱帯域東部における  を推定

する経験式の導出には，全球表面海水 CO2 デー

タベースに含まれる 1986年～ 2006年の期間にお

けるデータのうち，北太平洋亜熱帯域西部，赤道

域及び亜寒帯域の影響を排除するため，5 ﾟ N ～

34 ﾟ N，160 ﾟ W ～ 100 ﾟ W の範囲で，海面塩分

が 34.6以下かつ海面水温が 16℃以上のデータの

みを使用した．さらに，20 ﾟ N 付近の海面塩分

極大域の場所は，季節や年によって 19 ﾟ N から    
22 ﾟ N の間で移動するため，海面塩分極大点の南

側の経験式には 5 ﾟ N ～ 19 ﾟ N，北側には 22 ﾟ N
～ 34 ﾟ N のデータのみを抽出して，海面塩分極

大付近のデータを取り除いた．これまでの相関関

係に関する解析から，  は海面塩分，海面

水温の 1次式を仮定するだけでも十分な精度を持

つことが期待される．また，表面海水中の二酸化

炭素濃度は，大気中の二酸化炭素濃度の増加に応

じて，長期的には直線的に増加していることが報

告されている（Midorikawa et al.，2005）．このよ

うな  の長期変化を加味するため，  
の経験式には年に関する 1次の項を加える．

　こうして，  を海面塩分，海面水温，年

によって重回帰分析を行った．その結果，北側の

海域Ⅱの経験式は（2）式で，南側の海域Ⅲの経

験式は，（3）式でそれぞれ表されることが分かっ

た．

 　　　　　　　　　

ここで， （℃）は海面水温，  は海面塩分，  

　（1）
　（2）

　（3）
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は年（西暦）である．この各海域での重回帰分析

による決定係数，標準誤差，（1）式による推定値

の誤差を第 1表に示す．北太平洋亜熱帯域東部で

は，海域を切り分けて重回帰分析を行うことで，

村田ほか（1996）による（1）式を用いた場合よ

り推定誤差を大きく軽減することができた．

（3）北太平洋亜熱帯域の表面海水中の二酸化炭

素濃度推定手法と誤差の評価

　（1）式～（3）式を用い，MGDSST の海面水温，

MOVE/MRI.COM-NP の海面塩分から，北太平洋

亜熱帯全域の  の推定を行った．海域 I は，

村田ほか（1996）の方法に準じて（1）式により

MGDSST の海面水温を用いて  を算出し

た．また，海域Ⅱと海域Ⅲは，（2）式と（3）式

に MGDSST の海面水温と MOVE/MRI.COM-NP
の海面塩分，年を代入することによって 
を計算した．海域 I と海域Ⅱ及び海域 I と海域Ⅲ

の境界の西側，経度 20 ﾟを遷移帯（第 6図斜線域）

とし，経度に応じて重み付き平均を行った．

　さらに，二酸化炭素フラックスを見積もるた

めには，表面海水－大気間の二酸化炭素分圧差       
（ ）を計算する必要がある．以下の（4）
式を用いて，推定した  から表面海水中の

二酸化炭素分圧（ ）を計算した．

（ppm）は表面海水中の二酸化炭素濃度，

（atm）は海面気圧， （atm）は飽和水蒸気圧

を表す．飽和水蒸気圧  は，Weiss and Price（1980）
の経験式（（5）式，（6）式）により計算した．

ここで， （℃）は海面水温，  は海面塩分を示

す．  は JRA25/JCDAS の月平均海面気圧，  は
MGDSST の月平均海面水温と MOVE/MRI.COM
の月平均海面塩分から計算した飽和水蒸気圧を用

いた．

　こうして求められた  の推算値の精度を

評価するため，全球表面海水 CO2 データベース

と比較した．比較する  は，全球表面海水

CO2 データベースの  から（4）式の方法で

計算した．  は同時刻の気圧の観測データを用い

た．  の飽和水蒸気圧は同時刻の海面水温と海面

塩分の観測データから計算した．この全球表面海

水 CO2 データベースとその観測点から最も近い

グリッドの同じ年月の  の推定値とを比較

した．年ごと，海域ごとに二乗平均平方根（root 
mean square, RMS）誤差と平均誤差を計算した結

果が第 7図である．ただし，海域 I については，

日付変更線の西側（海域 Iw）と東側（海域 Ie）
に分けて計算した．

　  の RMS 誤差を見ると，海域 Ie を除くほ

かの海域では 10µatm ～ 20µatm 程度である．海

域 Ie では，2000年以降は 10µatm ～ 20µatm 程度

であるが，それ以前は 20µatm ～ 30µatm であり，

ほかの海域に比べて誤差が大きくなっている．次

に，  の平均誤差に注目する．海域 Ie 以外

の海域では，平均誤差は -5µatm ～ 5µatm である．

しかし，正の誤差と負の誤差が互いに相殺してい

るため，月平均で見れば，  の平均誤差は

0µatm に近い値になると期待される．  の推

定には，海面水温や海面塩分の月平均値を用いて

いるが，実際には日々変動をしており，海面水温

1℃の変化は  を約 15µatm 変化させる．海

域 Ie 以外の海域での RMS 誤差は，主に船舶観測

値と推定値の時間スケールの差，すなわち，瞬間

値と月平均値の違いによるものであると考えられ

る．なお，海域Ⅱの 2006年の誤差が大きいのは，

比較する観測データが少なく，かつ海域Ⅱと海域

Ⅲの境界付近に偏在していたためである．

　一方，海域 Ie の平均誤差は，RMS 誤差と同程

度の大きさで負になっており，推定値が過小評価

になっていることが分かる．この原因としては，

海面塩分による東西の海域の切り分けが時期によ

第 1表　海域Ⅱと海域Ⅲの重回帰分析による決定係数

と標準誤差，及び（1）式の誤差

　（4）

　（5）

　（6）
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って適切に行われなかったことが考えられる．す

なわち，海域分割の際に，亜寒帯の高二酸化炭素

の影響を受けない海域 Ie の範囲を大きくとりす

ぎている可能性がある．しかし，海域 Ie に分類

される海域は，亜熱帯域全体の約 12.6％程度であ

る（第 2表）．そのため，全領域（All）で見ると，

平均誤差は -5µatm ～ 0µatm となり，海域 Ie の過

小評価が亜熱帯域全体の二酸化炭素フラックスの

計算に与える影響は小さい．

（4）表面海水中の二酸化炭素分圧の推定値と気

候値の比較

　推定手法の妥当性を検討するため，Takahashi et 
al.（2002）による基準年を 1995年とした  
の月別の気候値と，今回の手法で推定した 2001
年 ～ 2006 年 の 6 年 間 の  を 比 較 し た．

 の比較は，8 ﾟ N，16 ﾟ N，24 ﾟ N，   32 ﾟ N
の 4つの緯度に分けて経度ごと，1月，7月の 2
か月を対象として行った（第 8図）．どの緯度，

どの月においても Takahashi et al.（2002）の気候

値の近傍に各年の推定値が分布していることが分

かる．Takahashi et al.（2002）は，船舶による観

測データを 2次元の移流拡散方程式を用いて時

間積分することにより，  の平面分布を求

めている．今回の手法は海面水温や海面塩分で

重回帰分析を行う経験的な手法で，Takahashi et 
al.（2002）とは独立した推定手法である．

　このように，独立した 2 つの手法による 
 の推定値が良く一致していることから，

この  の推定手法は妥当であると考えられ

る．なお，推定した 1996 年～ 2007 年の 
を，北太平洋亜熱帯域における  の平均値

の年増加量から 1995年に補正して，Takahashi et 
al.（2002）と比較したときの標準誤差は，10µatm
～ 30µatm であった．

第 7図　  推定値の RMS 誤差（上）と平均誤差

（下）の時系列

　本文中の 4つの海域ごとに求めた誤差（細線）と

全海域で求めた誤差（太線）を示す．

第 2表　1996年～ 2007年の期間での各海域の平均面

積（× 106 km2）と亜熱帯域全域に占める割合
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第 8図　  の推定値と気候値の東西分布（1月と 7月）

　  の推定値は本報告の手法（（1）式～（3）式）により 2001年から 2006年まで，8 ﾟ N，16 ﾟ N，24 ﾟ N，

32 ﾟ N について計算したもので，年ごとに示す．また，  の気候値は，Takahashi et al.（2002）による．

4.　北太平洋亜熱帯域の二酸化炭素フラックス

4.1　二酸化炭素フラックスの計算

　二酸化炭素フラックス（ （mol m-2 yr-1））は，

バルク法に基づき，（7）式，（8）式，（9）式で計

算することができる．

　ここで，K（mol m-2 yr-1 µatm-1）はガス交換係数，

（µatm）は表面海水と大気の  の差，

（µatm）は月平均の表面海水中の二酸化炭

素分圧， （µatm）は月平均の大気中の二

酸化炭素分圧である．大気中の二酸化炭素分圧       
（ ）には，GLOBALVIEW-CO2（2008）の

月平均二酸化炭素濃度を（4）式に準じて  
に変換したものを利用した．  の計算で用

いる（4）式内の  と  には，JRA-25/JCDAS の

月平均気圧と，MGDSST の海面水温と MOVE/
MRI.COM-NP の海面塩分から求めた飽和水蒸気

圧をそれぞれ利用した．また， （cm hr-1）は二

酸化炭素のガス交換速度， （mol l-1 atm-1）はヘ

ンリー定数と呼ばれる海水への二酸化炭素の溶解

度であり，  は Wanninkhof（1992）の 1か月平均

の風速  （m/s）を用いる方法では（10）式のよ

うに，  は Weiss（1974）の方法では（12）式の

ように表される．

 

　（7）

　（8）

　（9）

　（10）

　（11）
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 は二酸化炭素のシュミット数， （℃）は海面

水温，  は海面塩分，  は（6）式によって海面

水温から計算される値で，海面水温を絶対温度に

換算した値の 100分の 1である．

4.2　二酸化炭素フラックスの分布

　第 4.1節の計算手法を用いて求めた 2006年の

北太平洋亜熱帯域における二酸化炭素フラックス

の月別分布を第 9図に示す．北太平洋亜熱帯域は，

おおむね 7月から 10月にかけては放出域で，11

　（12）

月から 6月にかけては吸収域となっており，季節

変動をしていることが分かる．

　ハワイの周辺の北太平洋亜熱帯域の中央部で

は，年間を通じて吸収域となっている．この海域

は亜寒帯の影響を受ける海域Ⅱとそれ以外の海域

Ⅰ，海域Ⅲの境界付近にあたり，海水の冷却と光

合成による二酸化炭素の消費の影響を受けている

可能性がある．また，北太平洋亜熱帯域東部の

20 ﾟ N 付近では，年中放出となっている海域が存

在する．この海域は，亜寒帯域の冷たく二酸化炭

素濃度の高い海水が南方に流されるとともに，加

熱を受けることによって二酸化炭素分圧が高くな

っているものと考えられる．

第 9図　二酸化炭素フラックスの月別分布（mol m-2 yr-1，2006年）

　二酸化炭素フラックスの正負は，正が海洋から大気への放出，負が大気から海洋への吸収を表す．5 ﾟ N
付近の白色の海域は，中舘・石井（2007）の赤道発散域に属する海域として除外した．
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4.3　二酸化炭素フラックスの領域積算量の時

系列

　1996年から 2007年までの北太平洋亜熱帯域の

二酸化炭素フラックスを月ごとに領域積算した

（第 10図）．ここでの積算領域は 5 ﾟ N ～ 34 ﾟ N，

130 ﾟ E ～ 100 ﾟ W の範囲である．第 9図で見た

2006年と同様，二酸化炭素フラックスは毎年冬

季に極小，夏季に極大となる季節変動をしている

ことが分かる．こうした季節変動は，年変動より

も卓越しており，各年に共通している．

　月ごとの領域積算値を年間で積算し，1996年
から 2007年までの二酸化炭素フラックスの年間

積算量を求めた（第 11図）．北太平洋亜熱帯域は，

年変動を伴いつつも，常に二酸化炭素の吸収域で

あったことが分かる．その平均吸収量は，年間で

約 0.40PgC であり，全海洋で吸収する二酸化炭素

約 2.2PgC（IPCC，2007）の約 18％である．今回

積算した北太平洋亜熱帯域は，全海洋に対する面

積比で約 12％を占め，面積比と比べて吸収量が

大きいことが分かった．

　二酸化炭素フラックスの年変動は，標準偏差に

すると約 0.065PgC で，二酸化炭素の平均吸収量

の約 16％である．2000年は二酸化炭素の吸収量

が少なく，2001年と 2002年，2007年はその吸収

量が多くなっているが，それ以外の年では年間で

0.35PgC ～ 0.40PgC の範囲におおむね収まり大き

な年変動はない．

　本解析海域は，エルニーニョ・南方振動（El 
Nino-Southern Oscillation, ENSO）と関連して大規

模な二酸化炭素フラックスの経年変動を示す太平

洋赤道域が隣接しており，少なからず ENSO の

影響が及んでいると考えられる．そこで，ENSO
との関連を詳しく調べるため，日付変更線の西

側と東側での二酸化炭素フラックスに注目する．

ENSO の影響を受け，20世紀最大のエルニーニ

ョ現象の発生期間である 1998年は，亜熱帯域の

日付変更線以西で二酸化炭素吸収量が減少してい

る．一方，亜熱帯域全体では，この期間の二酸化

炭素の吸収量は変化しておらず，亜熱帯域の日付

変更線以西での吸収量の減少を日付変更線以東で

の吸収量が増加したことによって相殺したものと

考えることができる．1996年～ 2007年の平均値

に対する 1998年の海面水温の偏差は，日付変更

線以東で負，逆に以西では正となっており，二酸

化炭素の吸収量の変化は，海面水温の変化に対応

している．

第 10図　北太平洋亜熱帯域における二酸化炭素フラ

ックス（PgC）の時系列

　二酸化炭素フラックスは，5 ﾟ N ～ 34 ﾟ N，130 ﾟ E
～ 100 ﾟ W で領域積分している．正は海洋から大気に

二酸化炭素が放出されていることを，負は大気から海

洋に二酸化炭素が吸収されていることを表す．図中の

濃影はエルニーニョの期間を，淡影はラニーニャの期

間を表す．

第 11図　1996年から 2007年までの二酸化炭素フラ

ックス年間積算量（PgC）の時系列

　黒色の部分は日付変更線（180 ﾟ）以西の年間積算量，

斜線の部分は日付変更線（180 ﾟ）以東の年間積算量

を示す．負は大気から海洋へ二酸化炭素が吸収されて

いることを表す．



－ S186－

測　候　時　報　第 76 巻　特別号　2009

－ S186－

5.　まとめ

　気象庁が 1999年より開始した北西太平洋亜熱

帯域における海洋－大気間の二酸化炭素フラック

スの推定手法の北太平洋亜熱帯域全域への拡張の

可能性を，全球表面海水 CO2 データベースを利

用して検討した．

　その結果，北太平洋亜熱帯域東部を除く海域で

は，従前の北西太平洋亜熱帯域の推定手法（村田

ほか，1996）を外挿して適用できることが分かっ

た．北太平洋亜熱帯域東部においては，アメリカ

西岸に沿うカリフォルニア海流により，低温，低

塩分，高二酸化炭素で特徴付けられる亜寒帯域の

海水が移流により運搬されていることから，この

ような特徴を持つ北太平洋亜熱帯域東部を，海面

塩分や地理的条件により分離し，表面海水中の二

酸化炭素濃度（ ）を海面水温，海面塩分，

年で重回帰解析を行うことにより，海面水温や海

面塩分の分布を利用して，  を推定するた

めの経験式を導出した．

　続いて，今回導出した経験式を用いて推定さ

れる  から，表面海水中の二酸化炭素分圧     
（ ）を計算し，全球表面海水 CO2 データベ

ースと年ごとに比較した．その結果，北太平洋亜

熱帯域全域における毎年の平均誤差が -5µatm ～

0µatm であると評価された．また，Takahashi et 
al.（2002）の  の気候値と比較したところ，

 の年々の推定値と気候値との間に大きな

差がないことが確認できた．独立した 2つの手法

による推定値の対応が確認できたことで，本報告

での  推定手法の妥当性を裏付けることに

なった．

　最後に，推定された  を用いて海洋－大

気間の二酸化炭素フラックスを計算した．北太平

洋亜熱帯域は，年間を通じておおむね二酸化炭素

を吸収していることが分かった．季節変動の様子

を見るため，月ごとに北太平洋亜熱帯域で二酸化

炭素フラックスを領域積分した．領域積分した二

酸化炭素フラックスの時系列を見ると，二酸化炭

素の吸収量は冬季に極大となり，夏季には放出と

なった．また，二酸化炭素フラックスの年間積算

量は，平均すると約 0.40PgC の吸収で，全海洋で

吸収する二酸化炭素の約 18％であった．この量

は全海洋に対する面積比約 12％と比べて大きく，

吸収量の比較的多い海域であることが分かった．

1998年は，1997/1998年に発生したエルニーニョ

現象の影響により，北太平洋亜熱帯域西部での吸

収量が減少する一方で，北太平洋亜熱帯域東部で

の吸収量が増加し，結果として北太平洋亜熱帯域

全域での吸収量は平均値と比べてやや小さい程度

であった．

　以上のことから，北太平洋亜熱帯全域の月ごと

の二酸化炭素フラックスを，高い精度で見積もる

ことが可能であることを確認し，二酸化炭素フラ

ックスの年変動や季節変動についても考察を行う

ことができた．なお，今現在使用できるデータに

は限りがあり，全球表面海水 CO2 データベース

に含まれるデータは約 340万であるものの，位置

的，季節的に偏りがある場合が多い．また，海洋

の性質が長期的に変動する可能性もあり，現業的

な利用を見据え，新たな観測データがある程度蓄

積した段階で，誤差評価や経験式の再検討を継続

的に行っていく必要がある．

　大気－海洋間の二酸化炭素フラックスの解析

データは，世界気象機関全球大気監視（World 
Meteorological Organization/Global Atmosphere 
Watch, WMO/GAW）計画の温室効果ガス世界

資料センター（World Data Centre for Greenhouse 
Gases, WDCGG）で開発している，全球の大気二

酸化炭素濃度 3次元データ解析モデルへ初期値と

して導入することを将来計画している．大気－海

洋間の二酸化炭素フラックスの正確な見積りは，

大気中の二酸化炭素濃度監視の精度向上を通じ，

地球温暖化予測の大きな不確実性となっている気

候 - 炭素フィードバックの不確実性の低減に寄与

するものと期待されている．

　このため，今後の課題として，大気－海洋間の

二酸化炭素フラックスの推定を行う海域の更なる

拡大を行う必要がある．例えば，北太平洋亜寒

帯域では，海面水温や海面塩分に加えて，衛星

の海色観測から得られる海面のクロロフィル a の

分布を利用して  を推定する手法が提案さ

れている（志賀・神谷，2004）．また，同海域に

おいて海面水温 10℃，海面塩分 33に規格化した

 が，海面水温と強い相関を持つことが報
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告されている（増田ほか，2004）．こうした知見

を生かして，北太平洋亜寒帯域における 
の推定手法を確立していきたい．また，二酸化炭

素フラックスのデータが全球の大気二酸化炭素濃

度 3次元データ解析の精度に与えるインパクトに

ついても，評価を進める必要があると考えている．
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